
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

令和年月日 金曜日 第号官 報

〔
省

令
〕

〇
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性

及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
一
三
七
）

〔
告

示
〕

〇
免
許
人
等
以
外
の
者
が
行
う
無
線
局
（
ア

マ
チ
ュ
ア
局
を
除
く
。）の
運
用
を
、
免
許

人
等
が
す
る
無
線
局
の
運
用
と
す
る
も
の

を
定
め
る
件
（
総
務
三
三
〇
）

〇
免
許
人
以
外
の
者
が
行
う
無
線
局
（
ア
マ

チ
ュ
ア
局
に
限
る
。）の
運
用
を
、
免
許
人

が
す
る
無
線
局
の
運
用
と
す
る
も
の
を
定

め
る
件
（
同
三
三
一
）

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
同
三
三
二
）

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件
（
法
務
一
八
二
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
一
八
三
）

〇
国
際
的
な
子
の
奪
取
の
民
事
上
の
側
面
に

関
す
る
条
約
へ
の
パ
キ
ス
タ
ン
・
イ
ス
ラ

ム
共
和
国
の
加
入
に
関
す
る
件

（
外
務
三
二
九
）

〇
国
際
的
な
子
の
奪
取
の
民
事
上
の
側
面
に

関
す
る
条
約
へ
の
チ
ュ
ニ
ジ
ア
共
和
国
の

加
入
に
関
す
る
件
（
同
三
三
〇
）

〇
各
都
道
府
県
共
同
募
金
会
が
令
和
四
年
十

月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま

で
の
間
に
募
集
す
る
寄
附
金
を
寄
附
金
控

除
の
対
象
と
な
る
寄
附
金
又
は
法
人
の
各

事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
損
金

の
額
に
算
入
す
る
寄
附
金
と
し
て
承
認
す

る
件
（
財
務
二
四
七
）

〇
食
品
等
の
流
通
の
合
理
化
及
び
取
引
の
適

正
化
に
関
す
る
法
律
第
七
条
第
一
項
の
農

林
水
産
大
臣
及
び
財
務
大
臣
が
指
定
す
る

資
金
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
三
四
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
二
十

二
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
金

融
機
関
が
危
機
対
応
業
務
を
行
う
こ
と
が

必
要
で
あ
る
旨
の
認
定
を
行
い
、
危
機
対

応
業
務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業
務
の
実

施
に
関
し
必
要
な
事
項
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示

（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
六
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
二
十

一
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
四
号
の
規
定

に
基
づ
き
、
同
法
第
十
一
条
第
二
項
第
二

号
に
掲
げ
る
業
務
に
係
る
取
引
が
行
わ
れ

る
場
合
に
お
け
る
金
銭
の
支
払
い
そ
の
他

の
条
件
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
七
）

〇
揚
貨
装
置
運
転
実
技
教
習
、
ク
レ
ー
ン
運

転
実
技
教
習
及
び
移
動
式
ク
レ
ー
ン
運
転

実
技
教
習
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
厚
生
労
働
三
〇
一
）

〇
農
薬
を
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
一
四
八
九
〜
一
四
九
一
）

〇
農
薬
の
登
録
が
失
効
し
た
件

（
同
一
四
九
二
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

四
号
の
事
由
及
び
地
域
を
改
正
す
る
件

（
経
済
産
業
一
六
九
）

〇
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

二
号
の
事
業
活
動
の
制
限
を
指
定
し
、
事

由
を
定
め
る
件
（
同
一
七
〇
）

〇
登
録
校
正
実
施
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更

の
届
出
が
あ
っ
た
件

（
国
土
交
通
一
〇
二
〇
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
一
〇
二
一
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
一
〇
二
二
、
一
〇
二
三
）

〇
構
造
及
び
周
囲
の
状
況
に
関
し
安
全
上
支

障
が
な
い
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
の
柱
等

の
基
準
を
定
め
る
件
（
同
一
〇
二
四
）

〇
汚
染
状
況
重
点
調
査
地
域
の
指
定
を
解
除

す
る
件
（
環
境
七
六
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁公

認
会
計
士
法
に
基
づ
く
供
託
金
取
戻

し
、
財
団
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、
特
別

清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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